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第５節 精神疾患対策 

 

 

 
現状と課題 

 

１ 現状 

（１）本県の精神疾患の状況 

ア 精神疾患患者数 

○ 精神疾患患者数は全国と同様に増加傾向にあります。外来受診者の疾患別では、気分（感情）障害、
認知症の割合が高くなってきています。 

図表８－５－１ 精神疾患患者数の推移（千人） 

 
資料：患者調査（厚生労働省） 

図表８－５－２ 疾患別 外来患者数の推移（千人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：患者調査（厚生労働省） 
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第５節 精神疾患対策 

○ 精神疾患のある人が、住み慣れた地域で安心して自分らしい生活が送れる社会の実現

を目指します。 

○ 精神科医療圏ごとに多様な精神疾患に対応できる医療機能の明確化を行います。 

○ 精神科と身体科、地域保健との連携を強化し、精神科救急体制の充実を図ります。 

○ 精神疾患のある方の人権に配慮した精神医療体制を整備します。 

○ 災害時の精神医療体制を整備します。 
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その他の精神作用物質使用による精神及び行動の障害 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害

気分［感情］障害（躁うつ病を含む） 神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害

その他の精神及び行動の障害 アルツハイマー病

てんかん

-123-



 

第
８
章 

５
疾
病
・
６
事
業
及
び
在
宅
医
療
の
体
制 

第５節 精神疾患対策 

○ 入院者数は、東日本大震災の影響で一旦減少しましたが、令和２（2020）年度は 8.8 千人となってい
ます。 

○ 入院者は、疾患別では統合失調症の割合が多く、年齢別では 60 代、70 代の割合が多くなっています。 

図表８－５－３ 疾患別 精神疾患入院患者数の推移（千人） 

 
資料：患者調査（厚生労働省） 

図表８－５－４ 年齢別 精神疾患入院患者数の推移（千人） 

 
資料：患者調査（厚生労働省） 

 
イ 自殺者数の推移 

○ 本県の自殺者数は、平成 10（1998）年に 500 人を超え、平成 18（2006）年には過去最高の 618
人に達し、その後減少傾向にありましたが、令和元（2019）年の 333 人を境に再び増加しています。 

○ 自殺率は全国で 10 番目に高い 19.47 となっています。 
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第５節 精神疾患対策 

図表８－５－５ 自殺死亡率の推移（福島県・全国） 

 
資料：人口動態統計（厚生労働省） 

 

ウ 精神科医療機関 

○ 県内で精神科医療を行う精神科病院は、30 施設（休止中を除く）、病床数は令和３（2021）年 10
月現在、6,229 床となっています。 

○ 精神科治療を行う診療所（精神科病床を持たない病院を含む）は 95 施設となっています。 

 

 

 

 

 

 

（２）こころの健康に関する相談支援状況 

○ 保健所におけるこころの健康相談件数は、令和４（2022）年度実数で 4,357 件、延べ数で 16,067
件、うち訪問件数は実数 691 件、延べ数 1,608 件となっています。 

○ 新型コロナウイルス感染症の流行の関係でここ数年は訪問件数が減少しています。 
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図表８－５－６ 圏域別 精神科病院数（休止中を除く） 

資料：福島県保健福祉部 
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図表８－５－７ 圏域別 精神科診療所数 
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資料：福島県保健福祉部 

図表８－５－８ 保健所の相談件数の推移 図表８－５－９ 保健所の訪問件数の推移 

※平成 30（2018）年度の福島市分は延件数のみ集計 

資料：福島県保健福祉部 

※平成 30（2018）年度の福島市分は延件数のみ集計 

資料：福島県保健福祉部 
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第５節 精神疾患対策 

○ 精神保健福祉センターは、地域精神保健福祉活動の総合的かつ中核的な機関として県内に 1 カ所設置
しています。 

○ 精神保健福祉センターでは精神保健に関する知識の普及や調査研究、複雑困難な相談指導等の事業を
行うとともに、保健所や市町村その他の関係機関に対し、技術指導、援助を行います。 

○ 東日本大震災の被災者を支援するために、精神保健福祉センターと県が委託した相双地域の事業所にお
いて、精神障がい者アウトリーチ事業を実施し、地域で生活する未治療の精神障がい者や治療中断者の支
援を行っています。 

○ 精神保健福祉法の改正により、令和 6 年 4 月から市町村が実施する精神保健に関する相談支援につい
て、精神障がい者のほか精神保健に課題を抱える者も対象にできることとなります。 

 
（３）精神科医療機能の適切な提供体制の整備 

ア 連携拠点病院等 

○ 多様な精神疾患等（統合失調症、うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、発達障害、依存症、
PDSD、高次脳機能障害、摂食障害、てんかん等）に対応できる医療機関を定め、県連携拠点病院、地
域連携拠点病院等を設定しています。 

イ 認知症治療のための医療と介護の連携 

○ 認知症医療疾患センターは県内に 11 施設あり、専門医療相談、鑑別診断、身体合併症・周辺症状の
急性期対応、かかりつけ医との連携、患者家族の介護サービスの情報提供と相談対応、医療情報等の介護
サービスとの連携を行っています。 

図表８－５－10 認知症疾患医療センター（圏域別） 

圏域 医療機関名 類型 

県北 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 基幹型 

枡記念病院 地域型 

あずま通りクリニック 連携型 

県中 
星総合病院 地域型 

あさかホスピタル 地域型 

県南 福島県立ふくしま医療センターこころの杜 連携型 

会津・南会津 
竹田綜合病院 地域型 

福島県立南会津病院 連携型 

相双 雲雀ヶ丘病院 連携型 

いわき 
舞子浜病院 地域型 

四倉病院 連携型 

 
ウ 難治性精神疾患の治療 

○ 薬物治療に抵抗性を示す統合失調症例に高い有効性を示す薬剤であるクロザピンの使用については、重
篤な副作用を早期に発見できるよう、定期的な血液検査等の実施が義務づけられています。 

図表８－５－11 クロザピンを使用できる医療機関の推移 

 
資料：精神保健福祉資料（厚生労働省） 
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第５節 精神疾患対策 

エ 精神科病院における精神障がい者の人権の確保 

○ 精神保健福祉法の改正により、令和 6（2024）年 4 月から精神科病院における精神科医療を受ける患
者への虐待防止措置が義務づけられます。 

 
（４）精神科救急医療体制の整備 

ア 精神科救急輪番病院 

○ 夜間・休日の精神科救急輪番病院を県内４ブロック（県北、県中・県南、会津、浜通り）で整備し、緊
急に精神科医療を必要とする方への診療応需体制を整備しています。 

図表８－５－12 精神科救急医療施設 

ブロック別精神科救急輪番病院 病院数 

県北ブロック 9 

県中・県南ブロック 6 

会津ブロック 4 

浜通りブロック 7 

 

常時対応型 病院数 

県内（郡山市、会津若松市） ２ 

 
イ 精神科救急情報センター 

○ 県内に精神科救急情報センター33を設置し、本人や家族、消防、警察等からの精神科救急に関する相談
を受け付け、緊急性を判断して、精神科救急医療を提供する医療機関の紹介、医療機関や関係機関との
連絡調整等を行っています。 

図表８－５－13 福島県精神科救急情報センター相談件数の推移 

 

資料：福島県保健福祉部 

 
ウ 保健所等 

○ 県内７つの保健所（県北・県中・県南・会津・南会津・相双保健所及びいわき市保健所）では、精神保
健福祉法に基づく通報が警察署等からあった際に、法律に基づく調査、診察等を行い措置入院等の対応を
しています。なお、福島市、郡山市保健所は、通報対象者にかかる情報提供等を行っています。 

 
 
 

                                                      
33 精神科救急情報センター：精神疾患を有する方や、そのご家族などからの緊急の精神医療相談を電話にて受け付けている。相談内容に対

して助言を行い、必要に応じて医療機関の紹介を行う。受付時間は毎日午前８時 30 分から午後 10 時、電話番号：０５７０－７８３１４７。 
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第５節 精神疾患対策 

図表８－５－14 措置入院件数の推移 

 

資料：福島県保健福祉部 

 

（５）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

○ 本県の精神科病床の平均在院日数は、横ばい傾向であり、令和 3（2021）年度は 319.0 日となってお
り、全国の 275.1 日を上回っています。 

図表８－５－15 精神科病床数と平均在院日数の推移 

 
資料：平均在院日数は、病院報告（厚生労働省） 

病床数は、医療施設調査（厚生労働省） 

 
○ 退院率は、平成 25（2013）年度以降は横ばい傾向です。 

図表８－５－16 在院患者数と退院率の推移 

 
資料：精神保健福祉資料（厚生労働省） 
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第５節 精神疾患対策 

（６）アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症への対応 

○ 依存症の患者数は年々増加していますが、令和２（2020）年度はいずれも患者数が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

図表８－５－19 ギャンブル等依存症患者数 

 
 

 

（７）災害時の医療体制の整備 

ア 災害派遣精神医療チーム（DPAT） 

○ 本県では、災害派遣精神医療チーム（DPAT）の先遣隊として、県立ふくしま医療センターこころの杜（旧
矢吹病院）を平成 27（2015）年度に登録しています。 

○ 県では、県内１２の精神科病院と DPAT 派遣について協定を締結するとともに、DPAT 養成研修会の開
催等を通して体制整備に努めています。 

イ 災害拠点精神科病院 

○ 24 時間緊急対応し、災害発生時には、 精神科医療の必要な患者の受入れ、治療及び搬出を行う災害
拠点精神科病院については、令和５（2023）年１月時点、全国 22 都府県において整備されていますが、
本県は未整備です。 

 
２ 課題 

（１）本県の精神疾患の状況 

○ 本県の精神疾患患者数は外来受診者を中心に増加していることから、身近なところで多様な精神疾患等
（統合失調症、うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、発達障害、依存症、PTSD、高次脳機能障害、
摂食障害、てんかん等）に対応できる医療機関の整備が必要です。 

 
（２）こころの健康に関する相談支援 

○ 精神保健福祉法の改正により、令和 6（2024）年 4 月から市町村が実施する精神保健に関する相談
支援について、精神障がい者のほか精神保健に課題を抱える者も対象にできることとなったことから、住民に身
近な市町村での相談体制を推進する必要があります。 
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表８－５－17 アルコール依存症患者数 

資料：精神保健福祉資料（厚生労働省） 
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図表８－５－18 薬物依存症患者数 
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第５節 精神疾患対策 

（３）精神科医療機能の適切な提供体制の整備 

ア  精神科医療機関  

○ 多様な精神疾患等に対応できる医療機関を圏域ごとに整備する必要があります。 
イ  難治性精神疾患の治療 

○ 難治性の統合失調症は長期入院の要因にもなることから、クロザピンを使用できる医療機関を増やしていく
必要があります。 

ウ 精神科病院における精神障がい者の人権の確保 

○ 誰もがいざというときに安心して頼りにできる精神科入院医療を実現するために、入院者の人権に配慮した
医療体制の推進が必要です。 

 
（４）精神科救急医療体制の整備 

○ 患者の緊急な医療ニーズの対応するために、急性期の入院医療体制及び夜間・休日における受診前相談、
入院外医療を充実させる必要があります。 

ア 精神科医療機関と身体医療機関との連携 

○ 自殺企図やアルコール依存症の離脱症状など、精神障がい者が身体症状を有した場合、身体面の治療が
終わっても引き続き精神科治療を必要とする場合があることから、一般の救急医療と精神科救急医療との連
携が必要です。 

イ 精神科救急情報センター 

○ 患者の緊急な医療ニーズに対応するため、精神科救急情報センターを 24 時間 365 日対応できるように体
制を整える必要があります。 

 
（５）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

○ 地域で安心して自分らしい生活ができるよう、医療／福祉、介護、住まい、社会参加、地域の助け合いが
包括的に確保された精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築が必要です。 

 
（６）アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症への対応 

○ アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症は、疾患に対する理解不足や偏見等により治療に結びつきにくく、
また専門医療機関が少ないことから、相談や治療に関わる支援者の育成やスキルアップが必要です。 

○ 依存症の拠点となる医療機関（依存症専門医療機関）、相談の拠点（依存症相談拠点機関）を選
定していますが、これらを核として医療連携体制を構築する必要があります。 

図表８－５－20 依存症拠点の状況 

区分 箇所数 名称 

依存症専門医療機関 ２ 
医療法人大島クリニック 

医療法人為進会 寿泉堂松南病院 

依存症相談拠点機関 １ 福島県精神保健福祉センター 

 
（７）災害時の医療体制の整備 

ア 災害拠点精神科病院 

○ 近年は災害が増加しているため、体制強化の観点から、災害拠点精神科病院を整備する必要があります。 
 

目指す姿と医療連携体制 
 

１ 目指す姿 

精神医療と地域保健福祉の連携を強化し、地域生活移行・地域生活定着を一層促進すること
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で、以下の状態を達成することを目指します。目指す姿の達成に向けたロジック全体の体系図は、

本節の最後をご覧ください。 

（１）精神障がい者が住み慣れた地域で安心して生活できること 

 
２ 必要となる医療機能 

 

医療機能 機能の概要／目標 

地域精神科医療提供機能 
・患者本位の精神科医療を提供すること 

・地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

地域連携拠点機能 

・患者本位の精神科医療を提供すること 

・地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

・医療連携の地域拠点の役割を果たすこと 

・地域精神科医療提供機能を支援する役割を果たすこと 

県連携拠点機能 

・患者本位の精神科医療を提供すること 

・医療連携の県拠点の役割を果たすこと 

・情報収集発信の県拠点の役割を果たすこと 

・人材育成の県拠点の役割を果たすこと 

・地域連携拠点機能を支援する役割を果たすこと 

疾患ごとの現状を、求められる医療機能の視点でまとめると以下のとおりとなります。 

（１）地域精神科医療提供機能病院 

○ 精神疾患別整備状況について、４つの医療圏とも精神科病院等で医療を提供できる体制となっています。 
 

（２）地域連携拠点機能病院 

○ 認知症、高次脳機能障害については、全ての圏域で連携の拠点となる医療機関が整備されています。 
○ 統合失調症、うつ病、児童思春期、発達障害、依存症、PTSD、摂食障害、精神科救急、身体合併症、

災害精神医療については、圏域によって整備状況にばらつきがみられるため、今後、医療機能の明確化を図
る必要があります。 

○ てんかん、自殺対策、医療観察法については、専門的に取り組む医療機関が少ない状況であることから、圏
域の拠点となる病院も併せて整備することが必要です。 

 
（３）県連携拠点機能病院 

○ 県連携拠点病院は、公立大学法人福島県立医科大学及び県立ふくしま医療センターこころの杜が主に担
っていますが、高次脳機能障害については総合南東北病院、児童思春期や発達障害については、福島県総
合療育センターが連携拠点となっています。 

○ 依存症、PTSD、てんかん、身体合併症、自殺対策については、県連携拠点病院の整備が必要です。 

図表８－５－22 県内の必要となる医療機能の精神疾患別整備状況 

 
◆：既に整備されている（予定を含む）     

△：整備状況が圏域によってばらつきがある 

×：整備されていない                    

医療機能
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症

自
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対
策

災
害
精
神

医
療
観
察

医療提供機能 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

地域連携拠点 △ △ ◆ △ △ △ △ ◆ △ × △ △ × △ ×

県連携拠点 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ × × ◆ ◆ × ◆ × × ◆ ◆
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第５節 精神疾患対策 

３ 医療連携体制 

（１）医療連携体制図 

 
 

（２）圏域の設定 

○ 精神疾患対策に関する圏域設定にあたっては、患者本位の医療を実現していけるよう、医療機能及び地
域の医療資源等の実情を勘案して設定することとします。 

○ 本県の精神疾患に係る圏域（精神医療圏）は、地域の実情を勘案し、現行の精神科救急医療圏に合
わせて、県北、県中・県南、会津・南会津、相双・いわきの４圏域とします。 

図表８－５－23 精神科救急医療圏の状況 
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施策の方向性 
 

１ 施策の方向性と展開 

 

施策の方向性 

（目指す姿の達成に向けた課題） 
施策・取組の展開 

（１）精神科医療アクセスの改善 ア 疾患ごとの医療機能の明確化と連携の推進 

○ 疾患ごとの県連携拠点病院及び地域拠点病院の指定及び公表を行いま

す。 

○ 医療機能の確保充実のために、県全体の協議の場を設定します。 

イ 依存症への対応力向上支援 

○ 依存症にかかわる機関等の対応力向上のために、依存症者に関する専門

職員を養成するとともに、各種集団指導プログラムの実施や啓発を行います。 

ウ 依存症の相談支援 

○ 依存症に関する相談対応を充実させるために、相談拠点を設置し、相談員

を配置します。 

 

コラム㉓ 依存症家族のためのプログラム「CRAFT（クラフト）」 

▌ CRAFT って何？ 

アルコールなどの依存症の問題がある方のご家

族は、「お酒をやめてほしい」という思いから、「な

ぜ」「もっと」「ちゃんと」「しっかり」などの言葉で本

人を責めたくなります。しかし、こうしたアプローチ

では、なかなか家族の気持ちが伝わらず、場合によ

っては暴力を受けることもあります。 

CRAFT は、「Community Reinforcement 

And Family Training」（コミュニティ強化法と家

族トレーニング）の略称です。 

これは飲酒や薬物、ギャンブルなどの依存症問題

に悩む家族のために開発されたコミュニケーション

のためのプログラムです。 

▌ CRAFT のコミュニケーションの効果 

CRAFT には次の効果があると言われます。 

・依存症者の周囲にいる人（家族等）がコミュニケー

ションを変えることで、対立を招かず治療へ繋げる

ことが可能になる。 

・家族が既にもっているけれど効果的に使えていな

い力を使えるようにする。 

・依存症者がたとえ治療に繋がらなくても、飲酒量

が減り、感情・身体・人間関係面で家族がもっと楽

に暮らせる。 

▌ 依存症家族のための教室 

県の各保健所では依存症の問題を抱えるご家族

同士が心配ごとを分かち合い、対処方法を学ぶこと

で、家族自身が健康を取り戻していくことを目的

に、CRAFT トレーニングを組み込んだアルコール

家族教室を開催しています。 

また精神保健福祉センターでは薬物依存、ネット

ゲーム依存、ギャンブル依存等の家族教室を開催し

ています。 

依存症は回復可能な病気です。治療をあきらめず

に、まずは相談してみてください。 

 

 ［福島県障がい福祉課］ 

 

施策の方向性 

（目指す姿の達成に向けた課題） 
施策・取組の展開 

（２）精神科平均在院日数の減少 ア 訪問支援員の派遣 

○ 面会交流が途絶えやすくなる市町村長同意等で医療保護入院をしている者

に対し、気軽に相談に応じつつ、患者の意思決定や意思表明を支援するため

に、訪問支援員を派遣します。 

イ 精神科訪問看護研修実施 

○ 精神科訪問看護を実施する訪問看護ステーションを増やし、精神障がい者

を地域で支える体制を整備するために、精神科訪問看護基本療養費の算定

基準を満たす研修を開催します。 
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（３）精神科医療機関と地域精神保

健福祉との連携強化 

ア 地域生活移行等に関する研修実施 

○ 地域における精神保健福祉相談対応能力の向上を図るため、市町村や保

健所職員を対象とした精神障がい者の地域生活移行等に関する研修会を開

催します。 

イ アウトリーチ事業の推進 

○ 地域で生活する精神障がい者のうち、未受診や治療中断等で自らの意思で

受診できずに日常生活上の危機が生じている者に対し、多職種チームで介入

する精神障がい者アウトリーチ事業について、実施機関を増やしていきます。 

ウ こころの健康サポーター養成 

○ 精神障がい者への偏見や差別を解消し、精神疾患や精神障がいへの理解

を深めるため、こころの健康サポーターの養成を行います。 

エ 精神障がい者地域移行・地域定着促進研修等の実施 

○ 精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの推進のために、精神障

がい者地域移行・地域定着促進研修及び会議を行います。 

（４）精神障がい者の人権に配慮し

た医療の提供 

ア 虐待防止体制整備の促進 

○ 精神科病院における虐待防止体制整備を促進するため、研修会等を開催

します。 

イ 虐待の早期発見 

○ 精神科病院内での虐待を早期に発見し適切に対処するために、県に虐待に

関する通報窓口を設置します。 

ウ 精神医療審査会の機能強化 

○ 精神科病院に入院している患者からの退院請求や処遇改善請求に速やか

に対応するため、精神医療審査会の機能を強化します。 

エ 訪問支援員の派遣 

○ 面会交流が途絶えやすくなる市町村長同意等で医療保護入院をしている者

に対し、気軽に相談に応じつつ、患者の意思決定や意思表明を支援するため

に、訪問支援員を派遣します。（再掲） 

（５）精神科救急医療体制の整備 ア 精神科救急医療体制の整備 

○ 精神科救急情報センターについて、24 時間 365 日対応できるよう体制を整

えます。 

イ 夜間・休日の体制整備 

○ 精神科医療圏域ごとに夜間・休日における輪番制を構築し、維持するととも

に、常時対応型精神科救急医療機関の増加を目指します。 

ウ 一般救急と精神科救急の連携推進 

○ 精神障がい者の身体合併症に対応できるよう、一般救急と精神科救急の連

携を推進するため、精神科救急連携事業を実施します。 

エ 自傷他害のおそれのある者への医療確保 

○ 自傷他害のおそれのある精神障がい者に対して、適切に医療を提供できる

体制を整備します。 

（６）災害時精神医療体制の整備 ア 災害派遣精神医療チーム（DPAT）の整備 

○ 大規模災害に備え、DPAT を整備するとともに研修会及び運営協議会を開

催します。 

イ 災害拠点精神科病院の整備 

○ 災害時においても精神疾患を有する患者の受入や一次避難所としての機能

を有する災害拠点精神科病院を１か所以上指定します。 
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コラム㉔ 小・中学校における飲酒と健康の教育について 

飲酒と健康については、体育・保健体育の授業に

おいて、発達段階に応じて学んでいます。 

▌ 小学校 

飲酒により、判断力が鈍る、呼吸や心臓が苦しく

なるなどの影響がすぐに現れることや、飲酒を長い

間続けると肝臓などの病気の原因になるなど、飲酒

が健康に与える影響について学んでいます。 

低年齢からの飲酒は特に害が大きいこと、未成年

の飲酒は法律によって禁止されていること、好奇心

や周りの人からの誘いなどがきっかけで飲酒を開

始する場合があることにも触れています。 

▌ 中学校 

酒の主成分のエチルアルコールが中枢神経の働

きを低下させ、思考力、自制力、運動機能を低下さ

せたり、事故などを起こしたりすること、急激に大量

の飲酒をすると急性中毒を起こし意識障害や死に 

至ることもあること、また、常習的な飲酒により、肝

臓病や脳の疾病など様々な疾病を起こしやすくな

ること、特に、未成年の飲酒については、身体に大

きな影響を及ぼし、依存症になりやすいことについ

て学んでいます。 

飲酒は、好奇心、なげやりな気持ち、過度のストレ

スなどの心理状態、断りにくい人間関係、宣伝・広告

や入手し易さなどの社会環境によって助長される

こと、それらに適切に対処する必要があることにつ

いても学んでいます。 

 

病気の予防や生活の質の向上などと関連付け

て、解決方法を考え、適切な方法を選択し、それらを

伝え合うことができるようにする力の育成をしてい

ます。 

［福島県健康教育課］ 

 

２ 関係者・関係機関の役割 

（１）各医療機能を担う医療機関等 

○ 「必要となる医療機能」で示した各医療機能を担う機関の基準は下表に示すとおりです。 
○ 下表の基準を満たす機関のうち、医療機関（病院・診療所）に関するものは別表のとおりです。 
○ 計画期間中に、別表掲載の医療機関に変更が生じた場合は、福島県保健福祉部において基準該当の有

無を確認するとともに、必要に応じて関連する協議会等に協議して変更することとします。 
○ 更新データは随時ホームページ等で公表します。 

 医療機能 医療機能を担う医療機関等の基準 

地域精神科医療提供機能 

以下の２点を「地域精神科医療提供機能」を担う医療機関の要件とします。 

① 患者の状況に応じて、適切な精神科医療を提供するとともに、緊急時の対応体制

や連絡体制を確保すること 

② 医療機関、障がい福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介護支援事業所、地

域包括支援センター等と連携し、必要な支援を提供すること 

地域連携拠点機能 

以下の２点を「地域連携拠点機能」を担う医療機関の要件とします。 

① 患者の状況に応じて、適切な精神科医療を提供するとともに、緊急時の対応体制

や連絡体制を確保すること 

② 地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や難治性精神

疾患・処遇困難事例の受入対応を行うこと 

県連携拠点機能 

以下の３点を「県連携拠点機能」を担う医療機関の要件とします。 

① 患者の状況に応じて、適切な精神科医療を提供するとともに、緊急時の対応体制

や連絡体制を確保すること 

② 積極的な情報発信を行うこと 

③ 地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患・

処遇困難事例の受入対応を行うこと 

 
（２）関係者に求められる役割 

ア 住民等 

○ 精神疾患はすべての人にとって身近な病気であり、発症してから早期に適切な精神科医療が提供されれば
回復し、再び地域生活や社会生活を営むことができるようになることを理解すること。 
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○ 精神障害に対する差別や偏見をなくし、精神障害の有無や程度のかかわらず、誰もが安心して生活できる
地域づくりを自治体と一緒に目指していくこと。 

 
イ 県、市町村 

○ 第７期福島県障がい福祉計画（令和６～８年度）においても、地域移行に伴う基盤整備量（利用者
数）や地域平均生活日数等を成果目標とし、包括的かつ継続的な地域生活支援体制整備を計画的に推
進すること。 

○ 市町村や障がい保健福祉圏域ごとに、自立支援協議会などの協議の場を通じて、精神科医療機関やその
他の医療機関、地域援助事業者等との重層的連携を図り、顔の見える関係を構築すること。 

 
コラム㉕ 児童デイケア ～困っている子どもたちに楽しい思いをしてほしい～ 

不登校や周囲との関係に悩む子どもたちに心の

よりどころを提供し、自立を支援することを目的

に、ふくしま医療センターこころの杜では「児童デイ

ケア」に取り組んでいます。毎週火曜日に、心理士や

医師が、遊びを中心として 5 人程度の小集団の中

で子どもたちを伸ばす関わりをしています。 

▌ 遊びの関わり 

不登校の子どもたち向けの遊び場として、スポー

ツ（ドッジボールやバドミントン）とゲームを行って

います。 

また、イベントを月に一回、第４週に行っており、

かき氷やたこ焼き、チョコバナナ作りなどを行って

います。 

▌ SST（ソーシャルスキルトレーニング）の関わり 

 SST とは、子どもたちが対人関係を円滑にするた

めのトレーニングのことです。 

コミュニケーションを苦手とする子どもたちには、

UCLA（カリフォルニア大学ロサンゼルス校）が支援

している友だちづくりスキルプログラムである

「PEERS（ピアーズ）」を行います。友だちづくりで

悩んでいる子どもたちに、友だちを作るためにはど

うしたらいいかを実践的に支援しています。 

 

 

 

 

 

 

 

［福島県立ふくしま医療センターこころの杜］ 

 
評価指標 

 

１ 目指す姿の進捗に関する数値目標 

  目指す姿の達成に向けた進捗状況は、以下の指標により検証します。 

＜全体目標＞ 

番号 分野アウトカムに関する指標 
現況値 

（調査年） 
出典 

目指す 

方向性 

目標値 

（目標年） 

A1 
精神科病床における入院後３ヶ月時点の

退院率 

62.8％ 

（Ｒ１年） 

地域精神保健福祉資源分析

データベース 
↗ 

68.9％以上 

（Ｒ８年） 

A2 
精神科病床における入院後６ヶ月時点の

退院率 

７９．８％ 

（Ｒ１年） 

地域精神保健福祉資源分析

データベース 
↗ 

84.5％以上 

（Ｒ８年） 

A3 
精神科病床における入院後１２ヶ月時点

の退院率 

88.0％ 

（Ｒ１年） 

地域精神保健福祉資源分析

データベース 
↗ 

91.0％以上 

（Ｒ８年） 

A4 地域平均生活日数 
321.3 日 

（Ｒ１年） 

地域精神保健福祉資源分析

データベース 
↗ 

３３４日以上 

（Ｒ１１年） 

A5 
精神科病床における慢性期（1 年以上)

入院患者数（65 歳未満） 

1,059 人 

（Ｒ３年） 

地域精神保健福祉資源分析

データベース 
↘ 

８３６人以下 

（Ｒ11 年） 

A６ 
精神科病床における慢性期（1 年以上)

入院患者数（65 歳以上） 

1,867 人 

（Ｒ３年） 

地域精神保健福祉資源分析

データベース 
↘ 

1,564 人以下 

（Ｒ11 年） 
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２ 課題に関する取組の進捗に関する数値目標 

  課題に対する取組の進捗状況を検証するための指標は、本節の最後をご覧ください。 

 
施策の推進 

 

１ 施策の評価と見直し 

（１）施策の推進体制と評価 

精神疾患対策に関する施策の目標を達成するため、関連する協議会等において施策の評価や

進捗状況の確認を行います。 

また、関連計画との調和を保ち、連携を図りながら取組を推進していきます。 

ア 関連する協議会等 

・ 福島県精神保健福祉審議会 

・ 福島県精神障がい者地域移行・地域定着促進検討会 

イ 関連計画 

・ 福島県アルコール健康障がい対策推進計画 

・ 第４次福島県自殺対策推進行動計画 

・ 第５次福島県障がい者計画 

・ 第７期福島県障がい福祉計画・第３期福島県障がい児福祉計画 

 
（２）施策の見直し 

施策の評価や進捗状況に基づき、改善が必要な施策や指標については、より効果的なものと

なるよう必要に応じて施策や取組の見直しを行います。また、毎年の評価や見直しの結果は、福

島県医療審議会保健医療計画調査部会に報告することとします。 
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コラム㉖ スクールカウンセラー配置による教育相談体制の充実 

複雑化、多様化する社会の中にあって、児童生徒

が抱える課題も多様化しており、その解決に向けて

学校の教育相談体制の充実が求められています。そ

のような中、個から集団・組織までを視野に入れた

心理的な支援を行う専門性を備えたスクールカウン

セラーに大きな期待が寄せられています。 

▌ スクールカウンセラーの職務 

スクールカウンセラーは、学校の教育相談体制の

中で、心理に関する専門的見地からカウンセリング

やアセスメント（見立て）、コンサルテーション（専門

家による助言・援助を含めた検討）等を行います。 

また、学校全体を支援するという視点を持ち、

個々の児童生徒の不登校、問題行動等への対応の

みならず、コミュニケーションの取り方やストレスマ

ネジメントに関する心理教育、教職員へのカウンセ

リングマインドに関する研修などでも活躍していま

す。 

▌ スクールカウンセラーの配置状況 

県内すべての中学校、高等学校にスクールカウン 

セラーを配置しています。また、小学校には学区の

中学校から派遣できる体制を整えているほか、単独

で配置している小学校もあります。 

▌ スクールカウンセラー研修会の開催 

県では、スクールカウンセラーを対象とし、悩みや

不安を抱える児童生徒を適切に支援するための研

修会を開催しています。研修会では県内の不登校の

状況や問題行動等の発生状況を踏まえ、効果的な

カウンセリング方法について協議しています。 

  

 

 

 

 

         ＜写真：県北教育事務所撮影＞ 

［福島県義務教育課］ 
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                                    ロジックモデル＜精神疾患対策＞

施策【D】
＜施策・取組の展開＞

１．精神医療アクセス

指標番号 C101～C108 指標番号 B101～B107

２．平均在院日数

指標番号 C201～C202 指標番号 B201

３．地域保健・福祉との連携

指標番号 C301 指標番号 B301～B302

４．人権に配慮した医療の提供

指標番号 C401～C402 指標番号 B401～B403 指標番号 A1～A6

５．精神科救急医療体制の整備

指標番号 C501 指標番号 B501～B502

６．災害時精神医療体制の整備

指標番号 指標なし 指標番号 B601

●災害拠点精神科病院が整備される

●精神症状が急性増悪した際の入院医療アクセスが容
易になる

①疾患ごとの医療機能の明確化と連携の推進
②依存症への対応力向上支援
③依存症の相談支援

①訪問支援員の派遣
②精神科訪問看護研修実施

①精神科救急医療体制の整備
②夜間・休日の体制整備
③一般救急と精神科救急の連携推進
④自傷他害のおそれのある者への医療確保

①DPATの整備
②災害拠点精神科病院の整備

●市町村、保健所等における精神保健福祉の相談体制が充
実する

●精神科病院における虐待防止体制が整備される
●精神科病院の開放性が向上している

●精神科病院と他科との連携体制が整備される

●災害拠点精神科病院が整備される
●災害に対応する人材が育成される

●精神医療を必要とする人の人権に配慮した医療の提
供が図られる

●精神科医療機関と地域保健福祉の連携強化が図ら
れる

●精神障がい者が住み慣れた地域で安心して生活
できる

①地域生活移行等に関する研修実施
②アウトリーチ事業の推進
③こころの健康サポーター養成
④精神障がい者地域移行・地域定着促進研
修等の実施

①虐待防止体制整備の促進
②虐待の早期発見
③精神医療審査会の機能強化
④訪問支援員の派遣

初期アウトカム【C】 中間アウトカム【B】
＜施策の方向性＞

分野アウトカム【A】
＜目指す姿＞

●疾患ごとの医療提供機能が圏域内に確保される

●精神科病院から地域生活に移行する精神障がい者が増える
●在宅の精神障がい者の医療が充実する

●身近な地域でかかりつけの精神科医療機関に通院で
きる

●地域精神保健医療が充実し、精神科病院における入
院期間が短縮する

-
1
3
9
-
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現況値 調査年 目標値 目標年

A1 精神科病床における入院後3か月時点の退院率 62.8% R1年 ↗ 68.9%以上 R8年 地域精神保健福祉資源分析データベース

A2 精神科病床における入院後6か月時点の退院率 79.8% R1年 ↗ 84.5%以上 R8年 地域精神保健福祉資源分析データベース

A3 精神科病床における入院後12か月時点の退院率 88.0% R1年 ↗ 91.0%以上 R8年 地域精神保健福祉資源分析データベース

A4 地域平均生活日数 321.3日 R1年 ↗ 334日以上 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

A5 精神科病床における慢性期（1年以上）入院患者数（65歳未満） 1,059人 R3年 ↘ 836人以下 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

A6 精神科病床における慢性期（1年以上）入院患者数（65歳以上） 1,867人 R3年 ↘ 1,564人以下 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

B101 治療抵抗性統合失調症の治療可能な医療機関数 7か所 R5年 ↗ 10か所以上 R8年 福島県保健福祉部

B102 うつ病等の閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法が可能な医療機関数 5か所 R2年 ↗ 8か所以上 R8年 地域精神保健福祉資源分析データベース

B103 児童思春期精神科入院医療管理料を算定している医療機関数 1か所 R4年 ↗ 4か所以上 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

B104 依存症集団療法（アルコール依存症）を算定している医療機関数 0か所 R4年 ↗ 4か所以上 R11年 精神保健福祉に関する資料（630調査）

B105 依存症集団療法（薬物依存症）を算定している医療機関数 0か所 R4年 ↗ 4か所以上 R11年 精神保健福祉に関する資料（630調査）

B106 依存症集団療法（ギャンブル依存症）を算定している医療機関数 0か所 R4年 ↗ 4か所以上 R11年 精神保健福祉に関する資料（630調査）

B107 身体合併症:「精神科救急・合併症入院料」または「精神科身体合併症管理加
算」を算定している医療機関数 16か所 R2年 ↗ 20か所以上 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

C101 統合失調症に対応可能な医療機関数 69か所 R5年 ↗ 増加 R11年 福島県保健福祉部調べ

C102 うつ病に対応可能な医療機関数 70か所 R5年 ↗ 増加 R11年 福島県保健福祉部調べ

C103 認知症に対応可能な医療機関数 65か所 R5年 ↗ 増加 R11年 福島県保健福祉部調べ

C104 児童・思春期精神疾患に対応可能な医療機関数 50か所 R5年 ↗ 増加 R11年 福島県保健福祉部調べ

C105 依存症に対応可能な医療機関数 42か所 R5年 ↗ 増加 R11年 福島県保健福祉部調べ

C106 PTSDに対応可能な医療機関数 44か所 R5年 ↗ 増加 R11年 福島県保健福祉部調べ

C107 高次脳機能障害に対応可能な医療機関数 23か所 R5年 ↗ 増加 R11年 福島県保健福祉部調べ

C108 てんかんに対応可能な医療機関数 48か所 R5年 ↗ 増加 R11年 福島県保健福祉部調べ

B201 精神科病院における平均在院日数 319日 R3年 ↘ 275日以下 R11年 病院報告

C201 精神科病院から地域に移行した障がい者数 1人 R4年 ↗ （※） 福島県保健福祉部調べ

C202 精神科訪問看護基本療養費を算定している施設の割合（人口10万対） 4.89 R2年 ↗ 7.68 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

B301 精神科病院における平均在院日数【再掲】 319日 R3年 ↘ 275日以下 R11年 病院報告

B302 退院支援委員会等へ障害福祉・介護事業者が参画している施設の割合 73.3% R5年 ↗ 100% R11年 福島県保健福祉部調べ

C301 市町村、保健所における精神保健福祉相談員数 21人 R3年 ↗ 67人 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

B401 身体拘束・隔離の指示件数（身体拘束） 180人 R3年 ↘ 142人以下 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

B402 身体拘束・隔離の指示件数（隔離） 127人 R3年 ↘ 103人以下 R11年 地域精神保健福祉資源分析データベース

B403 精神専門看護師、精神科認定看護師、認知症看護認定看護師がいる精神科
病院数の割合 60.0% R5年 ↗ 100% R11年 福島県保健福祉部調べ

C401 虐待防止体制を構築している精神科病院の割合 36.7% R5年 ↗ 100% R8年 福島県保健福祉部調べ

C402 入院者訪問支援事業協力医療機関の割合 － R5年 ↗ 100% R7年 福島県保健福祉部調べ

B501 常時対応型医療機関がある圏域 2か所 R5年 ↗ 4か所 R11年 福島県保健福祉部調べ

B502 精神科救急医療情報センターの稼働時間 13時間30分 R3年 ↗ 24時間 R11年 福島県保健福祉部調べ

C501 精神科救急連携事業の紹介件数 － R4年 ↗ 96件 R11年 福島県保健福祉部調べ

B601 災害拠点精神科病院 0か所 R5年 ↗ 1か所以上 R11年 福島県保健福祉部調べ

（※）個人の病状や生活環境に大きく影響を受けるため、評価指標ではなくモニタリング指標とします。

＜災害時精神医療体制の整備＞

出典

＜精神科救急医療体制の整備＞

＜全体目標＞

＜精神科医療アクセスの改善＞

＜平均在院日数の減少＞

＜地域保健・福祉との連携強化＞

＜精神障がい者の人権に配慮した医療の提供＞

目標現状 目指す
方向性アウトカムに関する指標
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現状と課題 

 

１ 現状 

（１）認知症の人の数 

○ 全国の認知症の人の数は、厚生労働省の推計によれば、平成 24（2012）年には約 462 万人、平成
30（2018）年には約 500 万人、令和７（2025）年には、約 700 万人を超え、高齢者の約５人に一
人が認知症になると予測されています。 

○ 本県においては、下表のとおり平成 24（2012）年には約 7 万 6 千人、令和２（2020）年では約 10
万人の認知症高齢者がいると推計されており、高齢化の進展に伴い、今後ますます増加することが見込まれ
ます。59 

図表９－６－１ 福島県の認知症高齢者推計値 

 
資料：「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」(平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金 

特別研究事業 九州大学 二宮教授）による速報値を本県 65 歳以上高齢者(推計)人口に当てはめて算出 

 
 
 

                                                      
59 認知症サポーター：認知症を正しく理解し、認知症に対する誤解と偏見を解消し、認知症の人や家族を応援する人。市町村や職場等で実

施されている認知症サポーター養成講座の受講が必要。 
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第６節 認知症対策 

○ 予防や早期対応等の体制整備とともに、多くの県民が認知症を正しく理解し、認知症

の人ができる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる状

態を目指します。 

○ 認知症の人とその家族が抱える困りごとやニーズを認知症サポーター59 の活動につな

げるための取組（チームオレンジ）を各市町村の生活圏域単位で展開できるよう支援を

行います。 
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２ 課題 

○ 県内では、令和 2（2020）年時点で、高齢者人口の 17％にあたる約 10 万人以上の認知症高齢者が
いると推計されています。今後も、高齢化の進展に伴い、その数は増加していくと予測されており、認知症の発
症予防から早期発見・早期対応の体制整備、認知症の人やその家族への支援の充実など総合的に認知症
施策を推進していく必要があります。 

○ 認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる
よう、国では令和元（2019）年 6 月に「共生」と「予防」を車の両輪とする「知症施策推進大綱」が取りまと
められ、本県においても、令和 3（2021）年 3 月に「ふくしまオレンジプラン 2021」を策定しており、行政、医
療、介護、県民の役割を明記して、社会全体で認知症の人や家族を支える体制づくりを推進していく必要が
あります。 

○ 地域全体で認知症の人や家族を見守る体制の整備や、認知症の発症予防のためには、広く県民に対し、
認知症についての正しい知識の普及・啓発を行い、認知症への理解を促進することが必要です。 

 

目指す姿と医療連携体制 
 

１ 目指す姿 

以下の姿を実現することにより、認知症になっても安心して暮らせる社会を目指します。 

（１）認知症の発症予防から早期発見・早期対応までに必要な体制が整備されていること 

（２）認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続け

ることができていること 

（３）地域全体で認知症の人やその家族を見守る体制が整備され、県民が認知症に対する正しい知

識を持っていること 

 

２ 必要となる機能 

（１）予防 

ア 認知症予防に資する可能性があると示唆されている運動不足の改善、生活習慣病の予防、社

会参加による社会的孤立化の解消や役割の保持等のための活動支援機能 

 
（２）地域における支援体制 

ア 地域包括支援センターや認知症サポーター等を中心とし、各市町村の生活圏域単位において

認知症の人とその家族を地域全体で支える機能 

イ 認知症の人の意志が尊重され、住み慣れた地域で自分らしく暮らすことができるよう、医療、

介護、予防、住まい、生活支援サービスが一体的に提供される機能（地域包括ケアシステムの構

築・推進） 

 
（３）医療 

ア 認知症の早期発見・早期対応、専門的な診断を行う医療関係者により、適切な治療を提供する

機能 
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施策の方向性 
 

１ 施策の方向性と展開 

「認知症は誰もがなりうるものだ」ということを前提とし、認知症と共に歩んでいくためにはど

んな取組が必要なのか（共生）、認知症になるのを遅らせ、認知症になってもその進行をできる

限り緩やかにしていくためにはどんな取組が必要なのか（予防）という視点を持ちながら様々な

施策を展開していくことが必要です。 

 
（１）認知症の人とその家族を地域で支えるための取組の進化 

○ 認知症の人とその家族ができる限り住み慣れた地域の中で暮らしていけるように、地域全体で支えていくため
の取組がより一層重要となります。 

○ 具体的には、これまで養成してきた認知症サポーターが活躍できるよう、サポーターに対するフォローアップ研修
等により、認知症の人とその家族が抱える困りごとやニーズを認知症サポーターの活動につなげるための取組
（チームオレンジ）を各市町村の生活圏域単位で展開していくことが考えられます。 

 
（２）早期発見・早期診断の取組の進化 

○ 認知症の発見や診断は、早ければ早いほどその進行を遅らせることから、必要な対応をとることが重要です。 
○ 特に若年性認知症の対応は喫緊の課題であり、特に強化していく必要があります。 
○ 具体的には、各地域に設置された認知症疾患医療センターが関係機関等と連携をとりながら、地域の医

療・介護・行政・県民などに対して、認知症への理解や最新の知見・動向を踏まえた対応力向上のための研
修会などを積極的に展開していくことが考えられます。 

○ また、若年性認知症の対応についても喫緊の課題であるため、若年性認知症支援コーディネーター60による
関係者間の連携強化や相談先の周知等を行っていくことが必要です。 

 

２ 関係者・関係機関の役割 

（１）行政 

○ 県は、上記「１ 施策の方向性と展開」に基づく取組に加え、市町村の取組の収集・分析、課題の抽出を
行い、国や他の都道府県の好事例と併せて情報提供を行うことにより、市町村の取組を積極的に支援するこ
と。 

○ 市町村は、各地域の特性に応じて、認知症の人や家族への支援体制を構築する必要があるため、地域包
括支援センター、認知症サポーター、地域のかかりつけ医等と強く連携を取り合いながら、地域における認知症
の人及びその家族に対するサポートを行うこと。 

 
（2）医療関係者 

○ 早期発見と早期対応を担う「かかりつけ医」、かかりつけ医へのサポートを行う「認知症サポート医」や専門的
な診断を行う「認知症疾患医療センター」が、連携しながら認知症の人に対して適切な治療、適切な医療機
関等の紹介などをすること。 

○ 歯科医師、薬剤師、看護師等についても、日常業務の中で認知症の疑いがある人に早期に気づき適正な
医療機関等へつないでいくこと。 

 
（３）介護関係者 

○ 認知症の人の意思や価値観を尊重し、住み慣れた地域の中でいきいきと生活ができるよう伴走者として、適
切なケアを行うこと。 

 

                                                      
60 若年性認知症支援コーディネーター：若年性認知症の人やその家族等からの相談対応や支援に携わる者のネットワークの調整を行い、若

年性認知症の特性に配慮した就労継続支援及び社会参加支援等を推進するとともに、若年性認知症に関する正しい知識の普及を図る人。 
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（4）県民 

○ 認知症の人やその家族が地域の中で安心して暮らし続けられるよう、認知症について正しい知識を身につけ
理解し、認知症の人たちを温かく見守り、できる範囲でサポートしていくこと。 

 
コラム㉟ 認知症は特別なことではありません～認知症を自分ごととして考えよう～ 

▌ 認知症サポーターについて 

「認知症サポーター」は、認知症について正しく理

解し、認知症の人や家族を見守る応援者であり、な

にか特別なことをしなければいけない人ではありま

せん。 

認知症はだれでもなる可能性のある病気です。他

人ごととせず自分ごととして認識を持つことが大切

です。認知症サポーター養成講座に興味がある場合

は、最寄りの市町村へ御相談ください。 
 

 

【認知症サポーターの証】 

認知症サポーターには認知症を支援する目印とし

て、サポーターカードやオレンジリングなどが渡され

ます。 

 

▌ 認知症サポーターキャラバンロバ隊長 

ロバ隊長は認知症サポーターキャラバン（隊商）の

マスコットであり、「認知症になっても安心して暮ら 

せるまちづくり」への道のりの先頭を隊長として歩

いています。ロバのように急がず、しかし一歩一歩

着実に、キャラバンも進むという意味が込められて

います。 

▌ 早期受診により前向きな生活へ 

少しでも早い時期に診断を受け、適切な治療やケ

アを始めることで、症状の進行を遅らせることやそ

の後の希望にかなった生活に備えることができま

す。 

まずは、かかりつけ医や最寄りの地域包括支援セ

ンターなどに相談し、専門の医療機関を受診しまし

ょう。 

▌ 認知症基本法の成立について 

令和５年６月に『共生社会の実現を推進するため

の認知症基本法』が成立しました。今後、基本法に基

づく計画が定められ、それに基づく認知症施策が進

められていきます。 

 

 

 

［福島県高齢福祉課］ 

 

評価指標 
 

１ 数値目標 

  以下の指標により、課題に対する取組の進捗状況を確認します。 

番号 指標 
現況値 

（調査年） 
出典 

目指す 

方向性 

目標値 

（目標年） 

１ 認知症サポーター数 
229,167 人 

（R4） 

全国キャラバン・メイト連絡協

議会 
↗ 

290,000 人 

（R１１年） 

２ チームオレンジ設置市町村数 
3 市村 

（R4） 
福島県高齢福祉課 ↗ 

59 市町村 

（R7） 

３ 
若年性認知症圏域別ネットワーク意見

交換会 

75 人 

（R４） 
福島県高齢福祉課 ↗ 

375 人以上

（R7） 

 

 

 

 

 

-277-



 

第
９
章 

そ
の
他
主
要
な
分
野
の
医
療
体
制 

第６節 認知症対策 

施策の推進 
 

１ 施策の評価と見直し 

（１）施策の推進体制と評価 

○ 施策の目標を達成するため、関連する協議会において定期的に施策の評価や進捗状況の確認を行います。 
○ 関連計画との調和を保ち、連携を図りながら取組を推進します。 
○ 施策の評価や進捗状況に基づき、改善が必要な施策や指標については、より効果的なものとなるよう必要

に応じて施策や取組の見直しを行います。 
○ 評価や見直しの結果は、福島県医療審議会保健医療計画調査部会に報告します。 
 

（２）関連する協議会 

○ 福島県認知症施策推進協議会 
 

（３）関連計画 

○ ふくしまオレンジプラン 2021 
○ 第 10 次福島県高齢者福祉計画・第９次福島県介護保険事業支援計画 
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